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「安全・安心に住み続けるための市営住宅ストックの適切な維持」 
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※1 ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）：建設時点から次の建替えまでに要する建設費、修繕費、改修費の合計 

※2  新耐震基準：昭和 56（1981）年６月の建築基準法施行令の改正により導入された基準であり、中規模の地震

動でほとんど損傷を生じず、極めて稀にしか発生しない大規模の地震動で倒壊・崩壊しないもの

としている。新耐震基準以前の基準を旧耐震基準という。  
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部位 
屋上 

防水 
外壁 

外部 

建具※ 

給排水 

・衛生 

電気 

設備 
内装 

種別 ◎ ○ ○ ○ ● ● 

計画更新 

年数 
20年 15年 30年 25年 20年 20年 

種別の凡例：◎：計画的に修繕すべき、○：計画的に修繕することが望ましい、●：事後対応で構わない 

※外部建具：各住戸の玄関ドア等 
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活用手法 標準管理期間 耐用年限 

建替え 

耐火構造 35 ～ 70 年 70 年 

準耐火構造 22.5 ～ 45 年 45 年 

木造 15 ～ 30 年 30 年 

用途廃止 耐用年限を経過したもの 

全面的改善 概ね 30年以上 － 

個別改善 概ね 10年以上 － 

 

 

法定建替 

事業 

公営住宅法第２条第15号の規定により、現在ある公営住宅等を除却し、その土地の全部等に

新たに公営住宅等を建設する事業で法に従って行う。また、同法第36条の規定により、以下

の要件に全て該当するもの 

 市街地の区域又は市街化が予想される区域内の政令で定める規模以上の一団の土地に集団

的に存していること 

 現在ある公営住宅の大部分が耐用年数の２分の１を経過していること 

 新たに整備する公営住宅の戸数が、現在ある公営住宅の戸数以上であること 

 新たに整備する公営住宅は耐火性能を有するものであること 

任意建替 

事業 

法定建替事業以外で行われる建替えであり、現在ある公営住宅について用途廃止が行える 

もの 
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基本的 

要 件 

 公営住宅等長寿命化計画に基づいて行う改善であること。 

 原則として、建築後30年を経過した公営住宅であること。 

 原則として、耐火構造又は準耐火構造（簡易耐火構造を含む）の公営住宅等であること。 

 改善後の住宅について概ね30年以上引き続き管理するものであること。 

 団地全戸数のうち、収入超過者が入居している公営住宅戸数の割合が、原則として５割以下で

あること。 

 最適改善手法評価を行い、公的機関等により全面的な改善が適切な改善手法であるとして判定

されたものであること。（耐震性及びコンクリート品質の診断を含む） 

改 善 

内 容 

 改善内容には、住戸改善（居住性向上、福祉対応）、共用部分改善（福祉対応、安全性確保）、

屋外・外構部分改善（福祉対応）の全てを含み、住戸については躯体を残して全面的又はそれ

に準ずる改善を行うものであること（ただし、耐震改修、外壁の防災安全改修等の安全性確保

に係るものについては、所定の性能が満たされている場合は不要） 

 空き住戸発生毎に改善を行っていく段階型、住棟又はブロック単位で一括して改善する一括型

の選択が可能。 

 

 住戸改善 共用部分改善 屋外・外構改善 

居住性 

向上型 

 間取りの改修 

 設備改修 

（給湯方式の変更、流し台及び

洗面化粧台の設置） 

  

福祉 

対応型 

 住戸内部のバリアフリー化 

（一定の段差解消、手すりの

設置、浴室・便所の高齢者対

応改修等） 

 共用部分のバリアフリー化 

（廊下、階段の一定の高齢者対

応、4階以上の住棟へのエレベ

ーター設置等） 

 屋外、外構の一定にバリアフ

リー化 

（団地内通路の危険箇所の改

善等） 

安全性 

確保型 

  耐震改修 

 外壁の防災安全改修等 
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基本的 

要 件 

 公営住宅等長寿命化計画に基づいて行う改善であること。 

 次の場合を除き、原則として平成２（1990）年度以前の予算により整備された既設公営住宅を

対象とするものであること。 

◇耐震改修は、昭和56（1981）年度以前の予算により整備され、旧耐震基準の適用を受け

たもの 

◇バリアフリー対策に係る改善については、平成14（2002）年度以前の予算により整備さ

れたもの 

◇防犯対策に係る改善については、平成12（2000）年度以前の予算により整備されたもの 

◇長寿命化型改善、障害者向け改善、省エネルギー対策に係る改善等については、予算年

度を問わない 

 原則として、耐火構造又は準耐火構造のものであること。 

 改善後の住宅について概ね10年以上引き続き管理するものであること。 

 団地全戸数のうち、収入超過者が入居している公営住宅戸数の割合が、原則として５割以下で

あること。 

 

 改善内容 具体的な改善事例 

居住性向上型 居住性を向上させるための設備等

の改善 

住戸規模を居住想定世帯にふさわしい間取りへの

改修、給湯方式の変更（改修）など 

福祉対応型 高齢者又は障害者等の円滑な利用

に供するための設備等の改善 

住戸内部の段差解消、手摺の設置、浴室・便所の高

齢化対応、共用廊下・階段の高齢化対応、エレベー

ターの設置、団地内通路の段差解消など 

安全性確保型 安全性能を確保するための設備等

の改善 

二方向避難の確保、耐震改修など 

長寿命化型 劣化防止、耐久性の向上及び維持

管理の容易化を目的とした設備等

の改善 

外壁改修、屋上防水改修など 
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 １：住戸改善 ２：共用部分改善 ３：屋外・外構改善 

Ａ： 

居住性 

向上型 

 間取りの改修 

 給湯設備の設置 

 電気容量のアップ 

 外壁・最上階の天井等の断熱 

 開口部のアルミサッシ化等 

 給水方式の変更 

 断熱化対応 

 共視聴アンテナ設備設置 

 地上デジタル放送対応（当該建

物に起因する電波障害対策の既

設共聴アンテナ等の改修も含

む） 等 

 雨水貯留施設の設置 

 地上デジタル放送対応（当該建

物に起因する電波障害対策の

既設共聴アンテナ等の改修も

含む） 

 集会所の整備・増改築 

 児童遊園の整備 

 排水処理施設の整備 等 

Ｂ： 

福祉 

対応型 

 住戸内部の段差解消 

 浴室、便所等への手摺の設置 

 浴槽、便器の高齢者対応 

 高齢者対応建具 

 流し台、洗面台更新 等 

 廊下、階段の手摺設置 

 中層エレベーターの設置・機能

向上 

 段差の解消 

 視覚障害者誘導用ブロック等

の設置 等 

 屋外階段の手摺の設置 

 屋外通路等の幅員確保 

 スロープの設置 

 電線の地中化 等 

Ｃ： 

安全性 

確保型 

 台所壁の不燃化 

 避難経路の確保 

 住宅用防災警報器等の設置

(*1) 

 アスベストの除去等 

 ピッキングが困難な構造の玄関

扉の錠、補助錠の設置、破壊が困

難なガラスへの取替え、防犯上

有効な箇所への面格子等の防犯

建物部品の設置(*3)  等 

 耐震改修(*2) 

 外壁落下防止改修 

 バルコニーの手摺のアルミ化 

 防火区画 

 避難設備の設置 

 アスベストの除去等 

 エレベーターかご内の防犯カ

メラ設置(*3) 

 地震時管制運転装置等の設置 

等 

 屋外消火栓設置 

 避難経路となる屋外通路等の

整備 

 屋外通路等の照明設備の照度

確保(*3) 

 ガス管の耐震性・耐食性向上 

 防犯上有効な塀、柵、垣、植栽

の設置(*3) 等 

 

Ｄ： 

長寿命 

化型 

浴室の防水性向上に資する工

事 

内壁の断熱性向上・耐久性向上

に資する工事 

配管の耐久性向上に資する工

事 等 

躯体・屋上・外壁・配管の耐久

性向上 

避難施設の耐久性向上 

等 

配管の耐久性・耐食性向上に資

する工事 等 

 

*1：公営住宅への住宅用防災警報器等の設置については、「住宅用防災警報器及び住宅用防災報知設備の設

置について（通知）（平成17（2005）年９月16日国住備第50号）」を参照。 

*2：公営住宅の耐震改修については、「公営住宅等の耐震化の推進について（平成18（2006）年４月28日国

住備第31号）」を参照。 

*3：公営住宅の防犯性向上については、「共同住宅に係る防犯上の留意事項及び防犯に配慮した共同住宅に

係る設計指針について（平成13（2001）年３月23日国住備発第110号）」を参照。 

（出典：公営住宅等長寿命化計画策定指針 平成21（2009）年３月 国土交通省住宅局住宅総合整備課） 
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●部位ごとによる整理 

部位 概要（工事例） 備考 

躯体 ・躯体の耐久性を向上させる工事 

・躯体の中性化を防止する工事 

 

屋上及びこれに附随する部分

（「屋上等」という） 

・屋上等の断熱性を向上させる工事 

・屋上等の防水性を向上させる工事 

・屋上等の耐久性を向上させる工事 

・屋根も含む 

・塗装・塗膜による工事も可 

外壁 ・外壁の断熱性を向上させる工事 

・外壁の防水性を向上させる工事 

・外壁の耐久性を向上させる工事 

・外壁の安全性を向上させる工事 

・ベランダの内側も可 

・塗装・塗膜による工事も可 

内壁 ・内壁の断熱性を向上させる工事 

・内壁の耐久性を向上させる工事 

・内壁コンクリートの中性化を防止す

る工事 

・塗装・塗膜による工事も可 

給水管・排水管・汚水管・雨水管・

ガス管・消火管 

・管の耐食性を向上させる工事 

・管の耐久性を向上させる工事 

・塗膜による工事も可 

シーリング ・シーリング材の耐久性を向上させる

工事 

 

浴室 ・浴室の防水性を向上させる工事  

避難施設 ・避難施設の耐久性を向上させる工事  

床下地材 ・床下地材の耐久性を向上させる工事 ・切分けが難しい場合、床下

地材と併せ床仕上材を含

めることも可 

●工事ごとによる整理 

工事 概要（工事例） 

配管の集約化 ・住戸内の配管を集約することで、維持管理・更新を容易にする工事 

・住戸内の配管を埋込型から露出型に変更することで、維持管理・更新を容易にする

工事 

電気幹線 ・住戸内の電気幹線を埋込型から露出型に変更することで、維持管理・更新を容易に

する工事 

●住宅履歴情報管理関係 

概要（事業例） 備考 

ＩＣタグ化による履歴情報の作成 ・改善事業の実施に併せ、部材等にＩＣタグを設置すること

を想定 

（出典：公営住宅等長寿命化計画策定指針 国土交通省住宅局住宅総合整備課を参考に作成） 
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【１次判定】団地の管理方針と住宅改善の必要性・可能性に基づく団地・住棟の事業手法の仮設定 

社会的特性に係る現在の評価に基づき、団地の将来的な管理方針を判定する。 

・需要（応募倍率及び空家率の状況等から判断） 

・効率性（敷地の高度利用の可能性がある場合は継続管理に適するものと判断） 

・立地（利便性、地域バランス、災害危険区域等の内外） 

躯体の安全性及び避難の安全性について評価を行い、優先的な対応の必要性について判定す

る。 

・躯体の安全性（耐震性） 

・避難の安全性（二方向避難の確保状況、確保されていない場合の改善可能性） 

・居住性（住戸面積、省エネルギー性、バリアフリー性、住戸内の設備状況） 

 
 
 

【２次判定】1次判定において事業手法・管理方針の判断を留保した団地・住棟の事業手法の仮設定 

１次判定の結果、判定を留保した団地・住棟を対象に、以下の項目による判定を行い事業

内容を検討する。 

・ライフサイクルコスト比較 

・計画期間内での建替え事業量の試算 

 
 
 

【３次判定】計画期間における事業手法の決定 

以下の4段階を経て事業手法を決定する。 

・集約・再編等の可能性を踏まえた団地・住棟の事業手法の再判定 

・事業費の試算及び事業実施時期の調整検討 

・長期的な管理の見通しの作成 

・計画期間における事業手法の決定 
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( )

( )

 
 

 

【社会的特性による評価】       【躯体の避難及び安全性についての評価】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公営住宅等長寿命化計画策定指針 平成28（2016）年８月 国土交通省住宅局住宅総合整備課を参考に作成 

 

 
 

 

 
 

基準 判定 

敷地面積0.1ha以上 継続管理 ○ 

敷地面積0.1ha未満 判断を留保 × 

 
0.1ha  

 
  

 
改善不要 改善が必要 

優先的な対応が必要

(改善可能) 

優先的な対応が必要

(改善不可能) 

維持管理する団地 維持管理 改善、又は建替 
優先的な改善、 

又は優先的な建替 
優先的な建替 

継続管理について 

判断を留保する団地 

維持管理、 

又は用途廃止 

改善、建替、 

又は用途廃止 

優先的な改善、 

優先的な建替え、又

は優先的な用途廃止 

優先的な建替、又は

優先的な用途廃止 

  
ⅰ)需要 

ⅱ)効率性 

ⅲ)立地 

  

躯体・避難の
安全性に係る
改善の必要性 

 

居住性に係る

改善の必要性 

躯体・避難の
安全性に係る
改善の可能性 

居住性に係る評

価項目の決定 

不可能 可能 必要 不要 

必要 不要 左記以外 

ⅰ)~ⅲ）全て

が活用に適

する 
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基準 判定 

利便性 高（鉄道・バス利用の利便性） 継続管理 ○ 

利便性 低（鉄道・バス利用の利便性） 判断を留保 × 

 

 

団地名 

公共交通機関からの距離 

評価 
 

鉄道駅から 
1,000ｍ以内 
バス停から 
500ｍ以内 
のいずれかに 
該当する場合は 
〇とした。 

鉄道駅からの距離 
駅まで 
徒歩時間 
(分) 

バス停からの距離 
バス停まで 
徒歩時間 
(分) 

富士見町 

第一住宅 

青梅線西立川駅まで 

1,320ｍ 
21 

富士見町七丁目まで 

289ｍ 
5 〇 

砂川町五番 

住宅 

多摩都市モノレール泉

体育館駅まで 

883ｍ 

14 
柏町二丁目まで 

215ｍ 
4 〇 

一番町 

住宅 

西武拝島線武蔵砂川駅

まで 

989ｍ 

17 
天王橋まで 

260ｍ 
5 〇 

錦町住宅 
南武線西国立駅まで 

549ｍ 
8 

錦町四丁目まで 

147ｍ 
2 〇 

柏町青柳 

住宅 

多摩都市モノレール泉

体育館駅まで 

346ｍ 

5 
柏町青柳住宅まで 

39ｍ 
1 〇 

栄町江の島 

住宅 

多摩都市モノレール泉

体育館駅まで 

300ｍ 

5 
江の島住宅まで 

86ｍ 
2 〇 

幸町七番 

住宅 

多摩都市モノレール砂

川七番駅まで 

266ｍ 

4 
こぶし会館まで 

89ｍ 
2 〇 

富士見町 

第三住宅 

青梅線西立川駅まで 

1,070ｍ 
19 

富士見町三丁目まで 

323ｍ 
7 〇 

一番町北 

住宅 

西武拝島線武蔵砂川駅

まで 

1,130ｍ 

17 

立川一番町東住宅 

まで 409ｍ 

/ 

武蔵村山市伊奈平二丁目 

まで 276ｍ 

6/8 〇 
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基準 判定 

昭和56(1981)年6月1日以降 耐震性有 ○ 

昭和56(1981)年5月31日以前で耐震性有 耐震性有 ◇ 

昭和56(1981)年5月31日以前で耐震性無 建替え等の検討 × 

 

 

基準 判定 

二方向避難、防火区画確保 安全性有 ○ 

二方向避難、防火区画未確保 改修必要 × 

 

 

基準 判定 

廊下・階段手摺 設置済 ○ 未設置 × 

バルコニー手摺アルミ化 設置済 ○ 未設置 × 

３点給湯 設置済 ○ 未設置 × 
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１次判定結果 
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基準 判定 

ＬＣＣの縮減効果あり 個別改善を実施 ○ 

ＬＣＣの縮減効果なし 建替え、用途廃止を検討 × 

 

 

２次判定結果 
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項目 周期 

屋上・防水 20年 

給排水・衛生 25年 

外部建具 30年 

 

基準 判定 

建設後25年以下又は改善後25年以下 改善不要 

建設後25年超又は改善後25年超経過 改善必要 

 

 

３次判定結果 
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対  象 合計 

市営住宅管理戸数 465戸 

 維持管理予定戸数 465戸 

  うち修繕対応戸数 465戸 

  うち改善予定戸数 465戸 

 建替え予定戸数 0 

 用途廃止予定戸数 0 
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安全性を確保し、市営住宅の長寿命化を図る。 

  

 

 

 

費用対効果を考慮した改善を行う。 

 

 

 

（参考）修繕と改善の違い 

 

 

 

 

 

 

＜実施内容＞ 

・屋上防水による耐久性向上 

・外壁改修による耐久性向上 

・共用排水管の耐久性向上 

・共用給水管の耐久性向上 

・鉄部塗装、玄関ドア補修による耐久性向上 
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工事種別 単価 採用単価 単位 備考 

鉄部塗装 ５〜８ 8 （万円/戸）   

外壁補修 

（外壁面の 3%程度と想定） 
１.７〜３.２５ 0.975 （万円/㎡）   

外壁改修（洗浄+塗装+足場) ０.８５〜１.２ 1.2 （万円/㎡）   

シール打ち替え ０.２５〜０.３５ 0.28 （万円/㎡） 平米あたり 0.8m にて算定 

屋根防水（保護） １.５〜２.５ 2.5 （万円/㎡） 
戸あたりもあるが、平米単価

を採用 

屋根防水（露出） １.２〜１.５ 1.5 （万円/㎡） 同上 

屋根防水（勾配、アスファルト防水） ０.８〜０.９ 0.9 （万円/㎡） 積算資料より 

笠置改修 ０.８〜２.０ 1.5 （万円/ｍ）   

床ウレタン防水 ０.４〜０.７ 0.7 （万円/㎡） 塗膜防水 

防風スクリーン ４〜６ 6 （万円/戸）   

住宅ドア（脱着、塗装） ５〜８ 8 （万円/戸）   

住宅ドア（交換、カバー） １７〜２０ 20 （万円/戸）   

サッシ改修（カバー） ６０〜８０ 80 （万円/箇所）   

手すり取り替え ２.５〜３.５ 3.5 （万円/ｍ）   

バルコニー隔壁取り替え ２.４〜３.０ 3 （万円/箇所）   

集合郵便受け取り替え １.５〜２.０ 2 （万円/棟）   

内部階段室内装 塗替 ３５〜４０ 40 （万円/層） 床・壁・天 合成 

内部廊下内装 塗替 ２５〜４０ 4 （万円/ｍ） 床・壁・天 合成 

集会室内装 塗替 １５０〜２００ 200 （万円/室） 床・壁・天 合成 

給水管・給湯管取替（共用部） ２５〜３０ 30 （万円/戸） 塩ビ、隠蔽配管 

給水管・給湯管取替（専有部） ５０〜６５ 65 （万円/戸） 塩ビ、隠蔽配管 

直結増圧ポンプ設置 ２２０〜２９０ 290 （万円/基）   

雑排水管取替 １５〜２８ 28 （万円/戸）   

ガス給湯器設置 ２５〜４０ 35 （万円/戸）   

共用灯 ５〜６ 6 （万円/層）   

電力幹線・盤類 １５〜１８ 18 （万円/戸）   

 出典:改修によるマンションの再生手法に関するマニュアル（H16.6） 
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・緊急修繕等の対症療法的な維持保全から、予防保全的な維持保全や耐久性の向上等に資する

改善等を計画的に実施することで、市営住宅の長寿命化が図られ、ライフサイクルコストが

縮減する。 

・定期点検により現状を把握しながら、適切な修繕及び改善を実施することで、市営住宅の安

全性が確保される。 

・市営住宅の建設年度や状態等を踏まえ、重要度に応じた維持保全を実施することで、限られ

た予算の中で効率的な維持保全を実施することができる。 

・計画が明確になることで、きめ細やかな維持管理が可能となる。 
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○建替え時期の延長による

コストの縮減 

・住宅を長期間使用でき、建替えコストが減少することで、総合的な管理

コストが縮減する。 

・予防保全的な維持保全への取組を拡充し、応急的修繕が減ることで予算

の確保がしやすくなる。 

○管理の手間の減少効果 ・長寿命化型改善により躯体や設備の耐久性能が向上することで、緊急修

繕の頻度が減り、日常管理の負担が縮減しきめ細かな維持保全の取り組

みが可能になる。また、予防的修繕や計画的な修繕に取組むことが可能

になる。 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 50 年目  70 年目  30 年目   新築 

長寿命化型改善を 

行った場合の 

老朽化の進行 日常修繕 

長寿命化型による 

耐久性、居住性等向上 

長寿命化型改善を

行わない場合の 

老朽化の進行 

通常の場合

の使用限界 

長寿命化型改善

による使用限界 

長寿命化型改善による 

使用期間の延伸効果 

建設当初の性能 

建物の使用限界 

（老朽化、陳腐化等） 

性能 

時間 
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(50 音順) 

 

●居住面積水準 

●居住世帯のある住宅 

●居住世帯のない住宅 

●公営住宅 

●公営住宅等長寿命化計画策定指針 

●公的賃貸住宅 

●住生活基本法 
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●住宅・土地統計調査 

●新耐震基準 

●セーフティネット住宅 

●都市再生機構住宅（ＵＲ賃貸住宅） 

●バリアフリー 

●ライフサイクルコスト 
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